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第 1 章 はじめに 

中国は 1978 年に[改革、開放]政策を打ち出してから、経済発展が何より優先という認識

が国内に広く定着していることが原因で、環境汚染は急速に悪化している。その中で、大

気汚染が特に 

深刻な環境問題の 1 つとなっている。特に中国の東北地方と華北地方を中心とする都市

で深刻である。現在の大気汚染の原因としては、主にエネルギー消費の問題、行政監督の

問題、急激な自動車保有台数の増加問題の３つの原因である。本稿では、中国国民の意識

の現状を把握するとともに、大気汚染問題に対する国民の意識と行動をどうやって高める

ことが可能であるかを検討することによって、大気汚染問題の改善のために提言すること

を目的とした。 

 

第 2 章 中国の大気汚染の現状 

本稿では 2014 年～2018 年までの北京市、天津市、河北省及び全国平均濃度における大

気汚染の観測データを載せている。ゆるやかな改善傾向にあるが、まだ汚染レベルは高い。 

また、中国の大気汚染防止するために、2014 年に環境保護法が新たに施行され、2016 年

には大気汚染防止法が改正・施行され、2018 年に環境保護税法が施行された。そして、SCR

排気脱硝技術、自動車ガス観測技術の改善及び工業排気削減エンジニアリング技術センタ

－の設立をした。これらの取り組みは効果が見えつつあるが、まだ十分とは言えない。 

 

第 3 章 中国国民の大気汚染に対する意識の研究例 

本章では中国の事例として、大気汚染は健康危害及び中国市民の環境意識の変化を述べ

ている。また、中国と日本の比較事例として、中国と日本の大学に所属する学生を対象と

したアンケート調査を実施し、既往の調査結果と比較分析することによって、両国の大学

生年代の環境意識の特性を導きだしている例など、いくつかの既往研究例があり、市民の

意識の重要性が指摘されている。 

 

第 4 章 中国国民の大気汚染に対する意識のアンケート調査（第 1 回） 

本章では、本研究の中で実施した１回目のアンケート調査について、目的、方法、結果、

考察を述べた。詳細は本文を参照されたい。 

 

第 5 章  中国国民の大気汚染に対する意識のアンケート調査（第 2 回） 

2019 年 1 月 22 日（水）の中間発表における副査のアドバイスに基づき、第 1 回調査で

足りない部分を含めて、第 2 回アンケート調査を行った。本章では、第 2 回調査について、

目的、方法、内容、結果、考察を述べた。詳細は本文を参照されたい。 

 

第 6 章 2 回の調査を通じた考察 

 本章では、主にアンケート調査結果から見られる傾向、大気汚染に対する意識の現状及

び想定される意識向上のための改善策を述べている。結論として、市民の意識向上を図る

ことの重要性を指摘し、その手段としては、国からの広報のほか、環境教育が重要である
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ことを指摘した。環境教育は現在も行われているが、内容や方法の改善が必要であること

も指摘した。 

 

第 7 章 おわりに 

本論文は、主に国民の意識に重点をおき、環境の改善のための取り組みを考察しよ

うとするものであり、中国の大気汚染を中心とする環境改善のための提案を行うこと

によって貢献しようとして、意識向上のために環境教育の強化などを提案した。また、

今後の課題として、市民以外に企業としての取り組みについても調査を行い、提言に

含める必要性を挙げている。 
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